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これまでの流れ

当社は 「デジタル情報革命」の実現に向けて

2001年参入

当社は、「デジタル情報革命」の実現に向けて
チャレンジャーとして市場に参入し、競争をリード

ＡＤＳＬＡＤＳＬ
世界一安くしました世界一安くしました

2001年参入

990円/8M
（他社ADSL 4000円程度）

７５％７５％DOWNDOWN

固定電話固定電話もも
下げました下げました

2004年参入

基本料1575円
（NTT加入電話：1750円）

３２年ぶり３２年ぶり
引下げ引下げ

下げました下げました

携帯電話携帯電話もも
2006年参入

（NTT加入電話：1750円）

基本料980円
７２％７２％DOWNDOWN携帯電話携帯電話もも

下げました下げました
基本料980円

家族間通話24時間無料
（NTTドコモ タイプSS：3600円）

７２％７２％DOWNDOWN

普及に大きく貢献

携帯電話
1億回線突破

ブロードバンド
約3,000万

33

普及に大きく貢献



廉

そして今後

さらなる低廉化、使いやすいサービスへ

ど 使 ブどこでも使えるモバイルブロードバンドへ

ＩＣＴを生かして医療 教育 農業を世界レベルへＩＣＴを生かして医療、教育、農業を世界レベルへ

LTE/ＷｉMAX

3G 無線LAN

44
インターネットマシン システム間で連携



ところが現状は・・・

携帯電話市場固定・光ブロードバンド市場

NTT東西が独占
（約5,500万回線）

NTTドコモがドミナント
（約5,000万回線）

（計 約1億500万回線）

（約5,500万回線） （約5,000万回線）

公正・公平な競争が実現されていないことにより
消費者利益が損なわれている消費者利益が損なわれている

イコ ルフッティングな競争環境整備が必要

5

イコールフッティングな競争環境整備が必要



今まで

目指すべき方向性

事業者利益
消費者視点不在の事業者間交渉 ＞＞ 消費者利益消費者利益

事業者利益を重視
今

消費者視点不在の事業者間交渉
顧客の囲い込み
競争阻害行為

＞＞
支配的事業者の利益が優先されることで、消費者利益の向上を阻害している

＜＜
消費者利益消費者利益

消費者利益を重視

これから

事業者利益 ＜＜ 自由な選択肢
安心・安全な利用
低廉な利用料

自由な選択肢
安心・安全な利用
低廉な利用料

66
消費者が不便に感じている問題の解消を優先すべき



Ⅰ モバイル市場の公正競争環境の整備Ⅰ、モバイル市場の公正競争環境の整備
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携帯電話市場における障壁

携帯電話市場においては携帯電話市場においては、
依然として多くの競争上の障壁が存在

800MHz帯が割り当てられていない
（周波数帯の差異）

基地局用地確保が困難
（先行事業者の強い優位性）

メール転送・電話番号メール接続の未実施
（お客様へのご不便 低い顧客流動性）（お客様へのご不便、低い顧客流動性）

ドミナントのNTT東西とドミナントのNTTドコモの連携
（ドミ ト 士によ 体的市場支配力 行使）（ドミナント同士による一体的市場支配力の行使）

・
・
・

88

・
日本では競争ルールの整備がなされていない日本では競争ルールの整備がなされていない



海外の非対称規制の例①

【英国の事例】【英国の事例】
リテール販売規制

＜規制概要＞

V d f O2に対する直販 禁止（17年間直販禁止）Vodafone、O2に対する直販の禁止（17年間直販禁止）

‘85 ‘93

Vodafone

【キャリア】

直販可能直販禁止（SPによる販売のみ）
▼

開業

‘94 ‘02

O2 直販禁止（SPによる販売のみ）
▼

開業 直販可能

T-Mobile

Orange

直販可能
▼

開業

直販可能
▼

99

Orange 直販可能
開業



海外の非対称規制の例②

【韓国の事例】【韓国の事例】
ＭＮＰの時差導入

＜規制概要＞
ＭＮＰにおいてシェア低事業者を優遇

【キ リア】

シェアが高い事業者より転
出開始

ＳＫＴ
高

【キャリア】
1月 7月 1月

転出・転入有
(転入はKTFからのみ)

5月3月
‘04 ‘05

9月 11月 3月

転出のみ 転出・転入有ＳＫＴ

ＫＴＦ
シ

ェ
ア

(転入はKTFからのみ)

転出・転入有
(転入はSKTからのみ)

転入のみ

転出のみ

転出・転入有

ＬＧ

ア

低
転入のみ 転出・転入有

1010

低

6ヶ月間 6ヶ月間



周波数によるコスト差

周波数特性の違いにより ストにも大きな差

～800MHzと2GHzのそれぞれでネットワークを構築した場合の当社試算～

周波数特性の違いにより、コストにも大きな差

と G のそれぞれでネットワ クを構築した場合の当社試算

800MHz 2GHz

3G基地局数 29,000局 55,000局

0 9兆円 1 7兆円
3G累積投資額（基地局関連分）

0.9兆円 1.7兆円

80008000億の格差億の格差

伝送路・土地等運用費用（年額） 372億円 578億円

2000万ユーザの場合
1ユーザあたりの年間コスト

6,630円 11,560円

800MHz800MHzの約の約1 71 7倍のコスト倍のコスト

1111

年間
800MHz800MHzの約の約1.71.7倍のコスト倍のコスト

※3G基地局設備は10年間利用すると仮定。



携帯電話事業におけるエリアの重要性

※ 2009年3月6日 電気通信事業政策部会・接続政策委員会合同ヒアリング（第1回） NTTドコモ殿 ヒアリング資料（青枠は当社付記）

1212
消費者は、エリアの広さを重視



サービスエリアの比較①

2GHz帯で見ると 当社のエリアの方が広いが・・・

（岡山県新見市周辺の例）

NTTド （2GH ）※NTTド （2GH ）※ トバ ク（2GH ）トバ ク（2GH ）

2GHz帯で見ると、当社のエリアの方が広いが・・・

NTTドコモ（2GHz）※NTTドコモ（2GHz）※ ソフトバンク（2GHz）ソフトバンク（2GHz）

■ 3Gサービスエリア■ FOMAエリア（2GHz）

約60km約60km

1313※ NTTドコモ公式HP サービスエリア（http://www.nttdocomo.co.jp/support/area/chugoku/index.html）をもとに当社作成

2GHz基地局数 ：1515局局 2GHz基地局数 ：159159局局



サービスエリアの比較②

しかしながら800MHzを加えると エリアは逆転

NTTドコモ（800MHz＋2GHz）※NTTドコモ（800MHz＋2GHz）※

（岡山県新見市周辺の例）

ソフトバンク（2GHz）ソフトバンク（2GHz）

しかしながら800MHzを加えると、エリアは逆転

NTTドコモ（800MHz＋2GHz）※NTTドコモ（800MHz＋2GHz）※ ソフトバンク（2GHz）ソフトバンク（2GHz）

■ 3Gサービスエリア

約60km約60km
■ FOMAエリア（2GHz）
■ FOMAプラスエリア（800MHz）

半分以下の基地局数で
当社より広範囲をカバー

1414
2GHz+800MHｚ基地局数：7474局局 2GHz基地局数 ：159159局局

当社 広範囲

※ NTTドコモ公式HP サービスエリア（http://www.nttdocomo.co.jp/support/area/chugoku/index.html）をもとに当社作成



ローミング

山奥で事故 農作業中のトラブル山奥で事故 農作業中のトラブル

家族にも
連絡ができない・・・

人を呼びたいの
に、連絡できなに、連絡できな
い・・・

利用者のため、使えるシステム、周波数は何でも使って
通信を確保することが重要

事業者のエゴで競争している場合ではない

1515
解決策 ： ローミングを義務化すべき



メール転送①

ＭＮＰすると今までの
メールアドレスが使えなくなる メールが届かな

くなるのは困る
なあなあ

xxx@docomo.ne.jp → xxx@softbank.ne.jp

ユーザ利便の向上のために

解決策 ： メール転送

161616
ＭＮＰ後３年間の転送を直ちに実現すべき



メール転送②

簡単な仕組みで早期実現が可能

送信 転送

簡単な仕組みで早期実現が可能

旧メールアドレス
に宛てられたメール

ドコモ
旧アドレス

KDDI
新アドレス

に宛てられたメ ル

転送

新メールアドレスから
メ ルを返信

今の携帯電話
（ＭＮＰで今の携帯会社に移転）

メールを返信

1717
郵便や宅配の場合と同様の扱いをすべき



電話番号メール接続

電話番号とは別にメ ルアドレス事業者間では 電話番号で 電話番号とは別にメールアドレス
の管理が必要

事業者間では、電話番号で
メールが送れない

年寄りにはロ 字ばかりの海外では 年寄りにはローマ字ばかりの
アドレスは分かりづらいわ・・・

海外では
あたりまえ
なのに・・・

090-XXXX-XXXX090

abcd-××××＠△△△.ne.jp

複雑なメールアドレスによって
コミュニケーションが制限されてはならない

解決策 ： 電話番号メール接続

1818
欧米同様の電話番号メール接続を義務化すべき



ＭＮＰ手続

手続期間や転出費用がユーザの負担になっている

予約番号
発行手続時間

手続期間や転出費用がユーザの負担になっている

転出費用

現状

発行手続時間

電話

転出費用

電話
10分～20分 2,100円

目指すべき方向性

オンライン
即時

無料

1919
ＩＴ化等により、ＭＮＰ手続の障壁を取り除くべき



Ⅱ 固定ブロードバンド市場の公正競争環境の整備Ⅱ、固定ブロ ドバンド市場の公正競争環境の整備

2020



固定・ブロードバンド市場における障壁

固定 ブロ ドバンド市場においては固定・ブロードバンド市場においては、
以下の障壁の解消が必要

ＦＴＴＨ市場

• 「８分岐問題」否定によりビジネス的に厳しい状況

ＡＤＳＬ及び固定電話市場

• 名義人問題• 名義人問題

• ジャンパ工事費が不当に高額

• ドライカッパ接続料が高額

• ＮＴＴによる電話番号（0AB～J）の囲い込み

• 地上波再送信の制限

上記市場を含む共通の問題

• ＰＳＴＮ接続料等が高額 （参考資料参照）

2121

Ｓ 接続料等が高額 （参考資料参照）

• 情報開示･接続手続が煩雑 （参考資料参照）



名義人問題

①手続遅延
サービス開始の遅れ

②確認の煩わしさから、
申込をキャンセル

名義人は 名義人が名義人は、
“××××”です

名義人が
確認できません

名義人は、
“○○○○”
“○○○◎”
“○○◎○”
“○○○●”

名義人が
確認できません

申込みが
進まない

もう、キャンセル

○○○●
・
・
・

116116 116116進まない・・・
でいい・・・

116116 116116

手続の簡素化が必要手続の簡素化が必要

解決策 ： 請求書への名義人記載
請求先住所及び氏名等による手続

Ａ○
○Ｂ

2222

請求先住所及び氏名等による手続○Ｂ



ジャンパ工事

①サービス切替時に
ＮＴＴに支払う工事費が高い

②切替に時間がかかる
ＮＴＴに支払う工事費が高い

もっともっと安く提
供したいの

どうお客様に
説明をしよ ６営業日必要です供したいの

に・・・

説明をしよ
う・・・

早く切り
替えたい

６営業日必要です。

NTT工事費
：約5,000円

替えたい

NTTNTT

接続事業者接続事業者
接続事業者接続事業者

安くてタイムリーなサービス提供ができない

解決策 ： 工事費の低減化・工期短縮

2323

解決策 ： 工事費の低減化 工期短縮



ドライカッパ接続料はもっと安く提供できるはず

ドライカッパ接続料

NTT東日本：1 323円/回線・月ドライカッパ接続料はもっと安く提供できるはず NTT東日本：1,323円/回線 月
NTT西日本：1,378円/回線・月

接続料の算定根拠について、より詳細な検証が必要

項目 意見 意見時期

ドライカッパ 接続料の上昇を抑制する施策やNTT東西にさらにコスト削減 H21年1月16日

ドライカッパ接続料に対する当社意見（抜粋）

ドライカッパ
関連

• 接続料の上昇を抑制する施策やNTT東西にさらにコスト削減
へのインセンティブが働くような施策等の検討が必要。

H21年1月16日

• 接続料上昇に対する激変緩和策を講ずべき。 H20年3月5日

共通項目 • 施設保全費に関するNTTグループ会社等への業務委託につい H20年2月14日
（ドライカッパ
関連項目）

て適正性の検証やベンチマークの設定が必要。 H19年1月22日
H17年1月19日

• DSL回線管理機能については、稼動回線数を（前年度末回線
数＋当該年度末回線数）÷２として算定すべき。
名義人確認費用は不要

H18年1月18日
H17年1月19日

進展なし進展なし
• 名義人確認費用は不要。

• 作業単金は、作業内容に応じたグレードごと単金を設定すべき。 H18年1月18日
H17年1月19日

• NTT東西の労務単金は、高水準。 H17年1月19日東西 労務単 は、高水準。 年 月 日

2424
ドライカッパ接続料の低廉化を実現すべき



電話番号条件（0AB～J）

消費者利益向上 ため消費者利益向上のため
0AB～J番号は消費者に帰属すべき

ユーザが多様な固定サービスを選択可能となったが、

NTT 結果的に結果的に
0AB～J番号

NTT
ドミナント

結果的に、
NTT東西が独占的に
0AB～Jを使用

結果的に、
NTT東西が独占的に
0AB～Jを使用

アナログ

ISDN
NTT

ドミナント

NTT

今までの番号が使え
ないのは不便だなあ

FTTH

ADSL

NTT
ドミナント

競争状態

FMC競争状態

競争事業者
のユーザ
競争事業者
のユーザ

2525
解決策 ： 電話番号（OAB～J)の開放



電話サービスの品質

NTT東西「ひかり電話」の障害事例NTT東西「ひかり電話」の障害事例

発生日 障害時間 影響

NTT 平成17年

東京新聞 2007/5/17 朝刊 8面

NTT
東
平成17年
6月10日

不明 173件

NTT
東西

平成18年
1月30日

不明 約1800件

NTT 平成18年NTT
西
平成18年
2月25日

約3日間 約2000件

NTT
西
平成18年
3月31日

約11時間 約39万件

NTT 平成18年
約2時間 約400件

日本経済新聞
2006/9/22
朝刊 3面

フジサンケイ
ビジネスアイ
2007/5/24

NTT
西
平成18年
4月13日

約2時間 約400件

NTT
西
平成18年
4月21日

約4時間 約10万件

NTT 平成18年 約23時間30分
約80万件 朝刊 3面 朝刊 8面東 9月19日 （関連した2回の合計）
約80万件

NTT
西
平成18年
10月23日

約14時間 約83万件

NTT
東
平成19年
5月15日

約7時間 約50万件
東 5月15日

約7時間 約50万件

NTT
東西

平成19年
5月23日

約3時間30分 約318万件 NTTNTTひかり電話ひかり電話 重大事故重大事故
延べユーザ数延べユーザ数 約約580580万万

2626

延 ザ数延 ザ数 約約55 万万

Yahoo!BBYahoo!BB IPIP電話（電話（ADSL)ADSL) 55年間、重大事故なし年間、重大事故なし



地上波の再送信

光しか地上波再送信が認められていない

FTTH
地上波放送

NTT

結果的に、
NTT東西が独占的に

結果的に、
NTT東西が独占的に

FTTHNTT
ドミナント

東西が独占的
地上波再送信サービスを提供

東西が独占的
地上波再送信サービスを提供

ADSL

今までの回線契約
で

見られないのは
不便だなあ

競争状態

競争事業者競争事業者

解決策 ：ＡＤＳＬにも再送信を認めるべき

競争事業者
のユーザ
競争事業者
のユーザ

2727

解決策 ：ＡＤＳＬにも再送信を認めるべき



Ⅲ、通信プラットフォーム市場・コンテンツ配信市場
の参入促進のための公正競争環境の整備への参入促進のための公正競争環境の整備

2828



通信プラットフォーム機能

NTT NGN

可能な限りのアンバンドル等、オープン化を推進すべき

NTT-NGN

【 来 ネ 】

中継系交換機能中継系交換機能 ルーティング
送機能

ルーティング
送機能

【旧来のネットワーク】 【NTT-NGN】

端末回線伝送機能端末回線伝送機能

端末系交換機能端末系交換機能

伝送機能
（地域IP網）
伝送機能
（地域IP網）

NTT-NGNNTT-NGN
端末回線伝送機能
（メタル回線）

端末回線伝送機能
（メタル回線）

GC接続も
実現すべ
き

接続点：多い
アンバンドル：多い

接続点：少ない
アンバンドル：不十分

29

アンバンドル：多い アンバンドル：不十分



光/ＮＧＮ化の進展と電話サ ビスの競争の後退

ＮＧＮ上での電話サービス

光/ＮＧＮ化の進展と電話サービスの競争の後退

ＮＧＮＰＳＴＮ ＮＧＮＰＳＴＮ

他社サービス
も利用したい

NTTマイライン

光/NGN化

NTTひかり電話

も利用し/

NTTひかり電話

NTT独占NTT独占

他社 NTTひかり電話

×
他社マイライン

×

解決策 ： ＮＧＮにおける電話機能のアンバンドル

3030

解決策 ： ＮＧＮにおける電話機能のアンバンドル



Ⅳ、固定通信と移動通信の融合時代等におけるⅣ、固定通信と移動通信の融合時代等における
接続ルールの在り方

3131



融合時代のドミナント規制①

禁止行為に係る問題事例

【116におけるフレッツ勧誘】

禁止行為に係る問題事例

あり なし 合計

フレッツ 294件 426件 720件

電話とADSLを
移転したい。

フレッツ
勧誘

294件
（41％）

426件
（59％）

720件
（100％）

Bフレッツへの
加入を
おすすめします。引っ越しで、１１６問合せ時の４１％に

お て レ 勧誘を実施

※調査期間 ：2008年6月中旬～2008年7月上旬
調査方法 ：Yahoo!BBサポートセンターへ引越しのご連絡を頂いた際にヒアリングを実施

おいて、フレッツ勧誘を実施

調査方法 Yahoo!BBサポ トセンタ 引越しのご連絡を頂いた際に アリングを実施
総数 ：865件（有効回答：720件）

※上記以外の問題は参考資料参照

3232
116窓口を別会社にすべき



NTTグループ連携に係る問題

融合時代のドミナント規制②

病院Ａ
NTTグル プ連携に係る問題

病院Ａ

【【NTTComNTTComによるセット販売によるセット販売】】【【NTTComNTTComによるセット販売によるセット販売】】

メ カ ＢメーカーＢ

セット販
売

セット割引

IP-VPN

＋
フレッツ

一括請求

フレッツ
ひかり電話

金融機関Ｃ

※上記以外の問題は参考資料参照

33
グループ会社を通じた連携を禁止すべき



融合時代のドミナント規制③

ＮＴＴグループ連携の実態

NTT持株会社
禁止行為・公正競争要件に

人・モノ・金・情報の動き
他社顧客へのPBX保
守・工事対応拒否

ＮＴＴグル プ連携の実態

該当する恐れのある動き

「フレッツテレビ」によ
る実質的な放送参入

役員人事交流・強固な資本関係

NTT東西 管理部門

NTT東西 利用部門
NTTコミュニケーション

ズ
NTTドコモ

グ
ル
ー
プ
全
体

共
通

接続業務で取得した
情報の営業利用

NTT東西法人営業の
NTTコムへの集約

NTT再編時の加入者
電話情報の保持

NTT東西 管理部門

NTTレゾナントを通じたド
コモ・コムの共同開発

県域子会社との
役員の兼務

体
で
の
資
材
調
達
の

通
ブ
ラ
ン
ド
使
用

県域子会社
（NTT東西100％出資）

NTTファイナンス
（NTT持株87.1％

その他もNTTグループ所有）

NTTレゾナント
（NTTコム 66.6％
NTTドコモ 33.4％）

の
効
果

家電量販店 ドコモショップ

一部ドコモショップ
におけるセット販売

FMCの連携の進展
（ホ ムUサ ビス等）

NTTグループ商品
の実質的なセット

割引

県域子会社運営
ショップでの携帯販売

Bフレッツ販売時のOCNの
優先的な取り扱い

34

（携帯とBフレッツ）
（ホームUサービス等）割引 ショップでの携帯販売

ユーザ

優先的な取り扱い



融合時代のドミナント規制④

ＮＴＴ組織問題について、直ちに議論を開始すべき

【ＮＴＴグループの分離】 ブランド
分離
ブランド
分離

資本分離資本分離

NTT持株会社

人事の
分離
人事の
分離

分離分離

ソ
NTT
C

イ
ー

アクセス
分離
アクセス
分離ソ

フ
ト
バ
ン
ク

NTT
東日本

NTT
西日本

NTT
ドコモ

Com
・
NTT
データ

ー
・
ア
ク
セ
ス

他
・・・KDDI

クデ タ ス

ＮＴＴ東西の
アクセス回線網

35
資本・アクセス・ブランド・人事、4つの分離が不可欠



当社移動体接続料

コストベ ス算定コストベース算定

国際的にも低廉な水準国際的にも低廉な水準

グループ内外無差別に、グル プ内外無差別に、
同一の料金を適用

36



移動体接続料の影響要因

当社NTTドコモ

保有周波数帯
800MHzと2GHz間の特性差異

当社

2GHz

多

NTTドコモ

800MHz

少

事業規模

800MHzと2GHz間の特性差異 基地局数多

シェア20%未満

基地局数少
シェア50%超

スケールメリットの差異

調達規模

規模の経済小

小

規模の経済大

大
調達規模

調達量による購入コストの差異

参入時期

低減効果小

後発

低減効果大

参入時期
参入時期・事業継続期間の差異

・
・

後発公社時代から

接続料水準は同一とはならない

・

37

接続料水準は同 とはならない



移動体接続料格差 国際比較①

英国 ドイツ フランス 韓国 日本英国 ドイツ フランス 韓国 日本

格
差

周波数
格差

反映 （全社同一周波数） （全社同一周波数） 反映 ？
差
の
反
映

規模
格差 反映 反映 反映 反映 ？格差

接続料最大差 約111% 約11% 約31% 約37% 約28%

E-Plus

全社900/1.8GHｚ

Bouygues
Teleom

全社900/1.8GHｚ

LGT
17%

1.7GHｚ

ソフトバンク

2GHｚ

3
5%

900/1.8GHｚ
2.1GHｚ

E-Plus

全社900/1.8GHｚ

E-Plus

全社900/1.8GHｚ

Bouygues
Teleom

全社900/1.8GHｚ

Bouygues
Teleom

全社900/1.8GHｚ

LGT
17%

1.7GHｚ

LGT
17%

1.7GHｚ

ソフトバンク

2GHｚ

ソフトバンク

2GHｚ

3
5%

900/1.8GHｚ
2.1GHｚ

3
5%

900/1.8GHｚ
2.1GHｚ

シェア

周波数
Vodafone

T-Mobile
37%

15%

O2
16%

SFR
36%

Orange
47%

17% 17%

KTF
32%

SKT
51%

800

NTTドコモ
51%

KDDI（au）
29%

19%

VodafoneT-Mobile
24%

Orange
22%

O2
28%

Vodafone

T-Mobile
37%

15%

O2
16%

Vodafone

T-Mobile
37%

15%

O2
16%

SFR
36%

Orange
47%

17%

SFR
36%

Orange
47%

17% 17%

KTF
32%

SKT
51%

800

17%

KTF
32%

SKT
51%

800

NTTドコモ
51%

KDDI（au）
29%

19%

NTTドコモ
51%

KDDI（au）
29%

19%

VodafoneT-Mobile
24%

Orange
22%

O2
28%

VodafoneT-Mobile
24%

Orange
22%

O2
28%

Vodafone
33%

800
MHｚ

800/2GHｚ

23%24%

1.8GHｚ

Vodafone
33%

Vodafone
33%

800
MHｚ
800
MHｚ

800/2GHｚ800/2GHｚ

23%24%

1.8GHｚ

23%24%

1.8GHｚ

当社

38移動体接続料の格差は世界の常識

※当社調べ



移動体接続料格差 国際比較②

デンマーク イタリア アイルランドデンマ ク イタリア アイルランド

接続料
水準差 約48% 約53% 約56%

3
2 1GHｚ Hutchison2 1GH2 1GHｚ3
2 1GHｚ

3
2 1GHｚ Hutchison2 1GH Hutchison2 1GH2 1GHｚ2 1GHｚ

シェア

周波数

Telia
21%

TDC
46%

3
5%

2.1GHｚ

Vodafone
42%

Hutchison
4%

Meteor
20%

2.1GHｚ

Wind
18%

Omnitel

Telecom
Italia
43%

3
7%

2.1GHｚ

Telia
21%

TDC
46%

3
5%

2.1GHｚ

Telia
21%

TDC
46%

3
5%

2.1GHｚ

Vodafone
42%

Hutchison
4%

Meteor
20%

2.1GHｚ

Vodafone
42%

Hutchison
4%

Meteor
20%

2.1GHｚ

Wind
18%

Omnitel

Telecom
Italia
43%

3
7%

2.1GHｚ

Wind
18%

Omnitel

Telecom
Italia
43%

3
7%

2.1GHｚ

周波数
Sonofon
27%

900/1.8GHｚ

O2
35%

900/1.8GHｚ

Omnitel
Vodafone
31%

900/1.8GHｚ

Sonofon
27%

900/1.8GHｚ

Sonofon
27%

900/1.8GHｚ

O2
35%

900/1.8GHｚ

O2
35%

900/1.8GHｚ

Omnitel
Vodafone
31%

900/1.8GHｚ

Omnitel
Vodafone
31%

900/1.8GHｚ

1.8GHｚ2.1GHｚ 2.1GHｚ

ベルギー ノルウェー スイス

接続
料水 約59% 約123% 約128%料水
準差

約59% 約123% 約128%

シェア Proximus

Base
25%

Telenor

Netcom
GSM
40%

Tele 2
0.4%

Orange
18%

Swisscom

1.8GHｚ

Proximus

Base
25%

Proximus

Base
25%

Telenor

Netcom
GSM
40%

Telenor

Netcom
GSM
40%

Tele 2
0.4%

Orange
18%

Swisscom

1.8GHｚ Tele 2
0.4%

Orange
18%

Swisscom

1.8GHｚ1.8GHｚ

全社900/1.8GHｚ 全社900/1.8GHｚ900/1.8GHｚ

周波
数

Mobistar
32%

43%

全社900/1 8GHｚ

Telenor
Mobile
60%

40%

全社900/1 8GHｚ

Sunrise
19%

Swisscom
Mobile
62%

900/1 8GHｚ

Mobistar
32%

43%

全社900/1 8GHｚ

Mobistar
32%

43%

全社900/1 8GHｚ

Telenor
Mobile
60%

40%

全社900/1 8GHｚ

Telenor
Mobile
60%

40%

全社900/1 8GHｚ

Sunrise
19%

Swisscom
Mobile
62%

900/1 8GHｚ

Sunrise
19%

Swisscom
Mobile
62%

900/1 8GHｚ900/1 8GHｚ

39
※当社調べ

全社900/1.8GHｚ 全社900/1.8GHｚ 900/1.8GHｚ全社900/1.8GHｚ全社900/1.8GHｚ 全社900/1.8GHｚ全社900/1.8GHｚ 900/1.8GHｚ900/1.8GHｚ900/1.8GHｚ



123%
128%

移動体接続料格差 国際比較③

移動体接続料の最大差比較

111%

123%

100%

移動体接続料の最大差比較

100%

48%
53%

56%
59%

50%

31%
37%

50%

28%28%

11%

0%

英
国

ドイ
ツ

フ
ラ
ン
ス

デ
ン
マ
ー
ク

イ
タ
リ
ア

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

ベ
ル
ギ
ー

ノ
ル
ウ
ェ
ー

ス
イ
ス

韓
国

日
本日本

40
日本の移動体接続料格差は小さい



30円 固定 移動体

固定・移動体接続料の比較①

1分あたり接続料30円 固定 移動体1分あたり接続料

20円

移動体平均移動体平均移動体平均
16.6円／分
移動体平均
16.6円／分

10円

円

固定平均
1.7円／分
固定平均
1.7円／分

ベ
ル
ギ
ー

ブ
ル
ガリ

ア
デ
ン
マー

ク

ドイ
ツ

ス
ペ
イン
フ
ラン

ス
ア
イル

ラン
ド
イタ

リア
ハ
ン
ガ
リー

ポ
ーラ

ン
ド

ポ
ル
トガ

ル
ル
ー
マニ

ア
ス
ウ
ェー

デ
ン 英
国

日
本日本

41※ 各国数値： 「European Commission annual report, 19/03/2008」より2007年10月為替レートにて換算
※ 日本の水準は、固定：IC接続料、移動体：3社平均

固定は平均より高く、移動体は平均より低廉



50倍

固定・移動体接続料の比較②

40倍

移動体接続料÷固定接続料

50
30倍
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151618
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国

日
本日本
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日本は移動体が安く、固定が高いことが明らか



携帯電話料金の比較

（百円/月） 平成19年度 総務省内外価格差調査を参考に当社にて試算

60

65

57

上段：メール・データ
下段：音声のみ利用の場合

26

7

11

40
40

47 46

46

14
19

17 6

26

34

27

14

26

39 40
46

27

17
21

1220

14

0

バ
ン
ク
）

Tド
コ
モ
）

ー
ヨ
ー
ク

ロ
ン
ドン パ
リ

ル
ドル

フ

ク
ホ
ル
ム

ソ
ウ
ル

東
京
（ソ
フ
トバ

東
京
（N
TT
ド

ニ
ュー

ヨ ロ
ン

デ
ュッ

セ
ル
ド

ス
トッ

ク
ホ ソ

本 利 者料金 低廉

43
日本の利用者料金は低廉

※総務省公表「平成19年度電気通信サービスに係る内外価格差に関する調査」と同条件にて算出。
中利用者（音声月96 分、メール月100 通、データ月16,000 パケット）を使用。 ソフトバンクには、「月月割」等を考慮。



移動体接続料を変更した場合

例えば、
移動体接続料：10円/分• 移動体接続料：10円/分

• 発信・着信トラヒック：それぞれ100分 の場合

【A社】 【B社】【A社】

収入
1,000円 1,000円

1,000円1,000円
収入

【B社】

収支差額 収支差額

支払
1,000円1,000円

支払

±0 ±0

移動体接続料が50%値下げとなった場合移動体接続料が50%値下げとなった場合

精算総額：2,000円

500円 500円

500円500円

収入 収入

【A社】 【B社】

収支差額
0

収支差額

500円 500円支払 支払±0 ±0

精算総額：1,000円

44
接続料の変更は、ユーザ料金に一切影響ない



移動体接続料見直しの影響

携帯・固定間の水準差を縮小＊した場合

＋54億円

携帯 固定間の水準差を縮小 した場合

＊H20年度料金（一部予定）の値下げ率を基に算出

NTT東西
C

＋54億円 NTT東西、NTTComが

54億円の増益
NTTCom
（+389億円）

54億円 増

NTTドコモ
KDDI

ソフトバンク

ー54億円

イー・モバイル
（-389億円）

接続料の値下げによって

54億円

※4グループ以外の取引は収支影響額推計から除外（当社が関連しない取引については推定）

45

接続料の値下げによって、
NTT東西、NTTComをより利することになる



接続料算定

完全にフェアで、透明性のある
フォ ミュラにより算定すべきフォーミュラにより算定すべき

考慮 主 事考慮 主 事＜考慮すべき主な事項＞
 IP化や技術の進展
デ 効率 改善

＜考慮すべき主な事項＞
 IP化や技術の進展
デ 効率 改善 データトラヒック効率の改善

 音声・データのリソース比率
採 シ

 データトラヒック効率の改善
 音声・データのリソース比率
採 シ 採用システム

 周波数帯（800MHｚ有無）
事業規模 調達規模 ケ トシ

 採用システム
 周波数帯（800MHｚ有無）
事業規模 調達規模 ケ トシ 事業規模・調達規模・マーケットシェア

 事業継続年数
共用設備 取扱

 事業規模・調達規模・マーケットシェア
 事業継続年数
共用設備 取扱

46
 共用設備の取扱い 共用設備の取扱い



ま と めま と め

47



利用者の不利益が依然として存在利用者の不利益が依然として存在

利用者本位の接続ル ルを
1 ローミング

利用者本位の接続ルールを
1. ロ ミング
2. メール転送
3. 名義人
4 ジャンパ工事4. ジャンパ工事
5. ドライカッパ接続料
6. 電話番号の開放
7 その他7. その他

公正で透明なルールにより競争が促進され、

48

公 透明な より競争が促進され、
消費者利益が増進する



参考資料参考資料
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【参考①】利用者料金推移（ＡＤＳＬ)

6,500
フレッツ・ADSL 1 5M （ISP料金含む）

2001年9月
当社参入

5,500

6,000

フレッツ・ADSL 1.5M （ISP料金含む）
01.2～（6050円）

01.7～（5800円）

フレッツADSL 8M
01 10～（5100円）

他社が
追随値下げ

4,500

5,000

01.10～（5100円）

01.12～（4900円）

02.12～（4600円）

3,500

4,000

2,500

3,000

,

YahooBB!下り8M （ISP料金含む）

1,500

2,000

2,500 YahooBB!下り8M （ISP料金含む）

01.9～（2280円）

50

1,500

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年



【参考②】利用者料金推移（固定電話)

当社参入

2004年12
月

当社参入
（円）

1700

1800

95.2～（1750円） 05.1～（1700円）

NTT加入電話（3級局）

（円）

1600 NTTが追随値下げ
（1977年以来32年ぶり）

04 12～（1500円）

おとくライン（3級局）

1400

1500
04.12～（1500円）

200

1300

1200
1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年
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【参考③】利用者料金推移（携帯電話)

4,500

当社参入

2006年10
月

当社参入

（ ） （プランSS）

（円）

3,500

4,000

,5
NTTドコモ（FOMA39）
01.10～ （3900円）

au（プランSS）
03.11～（3900円）

NTTドコモ（タイプSS）
05.11～（3600円）

（プ SS） NTTドコモ（タイプSSバリュー）

SBM（オレンジプラン）
06.10～（3400円）

2 000

2,500

3,000

他社が追随
値下げ

au（プランSS）
05.11～（3600円）

NTTドコモ（タイプSSバリュー）
07.11～（2000円）

NTTドコモ
（タイプSSバリュ ）

au（シンプルプランS）
07.11～（1000円）

1,000

1,500

2,000 値下げ

SBM（ホワイトプラン）
07.1（934円）

（タイプSSバリュー）
08.7～（932円）※1

au（プランSSシンプル）
08.6～（934円）※2

0

500

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年

ホワイト家族24
07.6～

家族間通話も24時間無料に
（ホワイト家族24）

家族間通話も24時間無料に
（ホワイト家族24）

52※1 ファミ割MAX50またはひとりでも割50を同時契約した場合

※2 「誰でも割」を同時契約した場合



【参考④】周波数の伝搬距離比較

700MHzは伝播距離が長い

屋内浸透も極めて良い

53
出典：Dairy Wireless記事 「FCC Finalizes Rules on 700MHz: Limited Open Access, No Wholesale Requirement」



【参考⑤】周波数のカバー範囲比較

1900MHｚ1900MHｚ
ではコストが

4倍倍

54
出典：Aloha Partners 資料



MNP移転元会社

【参考⑥】メール転送オペレーション案

MNP移転元会社

①パソコンか新しい携帯電

ＭＮＰ移転
ユーザー 転送設定web画面

Web
サ バ

話で転送設定web画面にア
クセス

携帯電話番号

090XXXXYYYY

転送先電子メール

foo@zzz ne jpサーバ

②ポートアウト情報と照合できれば、

foo@zzz.ne.jp

連② 情報 照
IVRから携帯電話に自動発信「転送する場合は『１』

を押してください。

メールサーバ

連
携

IVR③音声ガイダンスで確認操作

転送設定転送設定
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【参考⑦】名義人ＮＧ発生率

名義人確認時の問題発生率

6.0%

名義人確認時の問題発生率

5.0%

3 0%

4.0%

2.0%

3.0%

名義NG率（DSL）

0 0%

1.0%

名義NG率（DSL）

名義NG率（おとくライン）

※ 当社実績

0.0%

07年4月 07年8月 07年12月 08年4月 08年8月 08年12月
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【参考⑧】名義人問題事例

具体事例

名前・住所・料金の支払口座など、さんざん聞かれた挙げ句に

具体事例

名前 住所 料金の支払口座など、さんざん聞かれた挙げ句に
最後は「質問にはすべてお答え頂いたのですが名義人ご本人
様でないので手続きできません」と言われた。
「名義人本人はすでに亡くなっている」と答えると「戸籍謄本を名義人本人はすでに亡くなっている」と答えると 戸籍謄本を
送って下さい」と言われ、手続きがスムーズに進まない。お客様の声お客様の声

当社営業の声当社営業の声

NTTサービス申込時にはNGなど出ないのに、他事業者
の時にはフリガナや住所登録等がNTT側での登録と異な
るとNGとなってしまう。

NTT法人営業担当にお客様から名義確認をするが、教え
てもらった名義で申請しても何度も名義NGでサービス開

57

てもらった名義で申請しても何度も名義NGでサービス開
通が進展しない。



【参考⑨】NTT東西接続料の低廉化

接続料の区分 主な論点（改善点）

加入光ファイバ

1分岐あたり接続料の設定（OSU共用等）

耐用年数の見直し

需要の伸びを見込んだ算定

重要

重要

需要の伸びを見込んだ算定
（より長期の算定期間）

PSTN
基本料コスト（NTS）の控除による
接続料低廉化

重要

ドライカッパ 業務委託費・保守単金の低減

アウトソーシング(特にグループ内)の

重要

アウトソ シング(特にグル プ内)の
内容の検証接続専用線

58
低廉化に向けた「聖域無き見直し議論」が必要



従来より 情報開示を要求しているが 一向に改善されず

【参考⑩】接続料の算定根拠の情報開示①

従来より、情報開示を要求しているが、 向に改善されず

592006年11月30日 電気通信事業部会・接続委員会 合同ヒアリング 当社資料より再掲



従来より 情報開示を要求しているが 一向に改善されず

【参考⑪】接続料の算定根拠の情報開示②

従来より、情報開示を要求しているが、 向に改善されず

602006年11月30日 電気通信事業部会・接続委員会 合同ヒアリング 当社資料より再掲



【参考⑫】情報開示・接続手続期間

工事業者情報が分からず、
変更連絡などができない

いつ工事に来
るのか・・・ 開示できません

クレーム 確認

NTT側の情報開示 接続手続が不十分なことにより

接続事業者接続事業者 情報非開示回答不可 NTTNTT

NTT側の情報開示・接続手続が不十分なことにより、
接続事業者は利用者利便を確保できない

解決策 ： 情報開示の推進 接続手続の短期化

61

解決策 ： 情報開示の推進、接続手続の短期化



【参考⑬】NTTグループ商品の優先的取扱

量販店におけるBフレッツ/OCN取扱

• Bフレッツは必ず、OCNはほぼ全ての店舗で取扱われている。

量販店におけるBフレッツ/OCN取扱

• Bフレッツのみの取扱いが過半数を占める。

• OCNのみの取扱いは70%以上を占める。

【 量販店におけるBフレッツ取扱い状況 】 【 量販店におけるOCN取扱い状況 】

Ｂフレッツ取扱 ＯＣＮ取扱い＜全607件中＞ ＜全607件中＞
Ｂフレッツ取扱

い
607件（100％）

ＯＣＮ取扱い
592件（97.5％）

Ｂフレッツのみ取扱い
308件（50.7％）

ＯＣＮのみ取扱い
443件（73.0％）

※ 調査概要
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• 調査対象 年間売上高10位までの量販店グループ店舗（約1600店舗）より無作為抽出
• 調査期間 平成20年6月30日～平成20年7月29日
• 調査方法 当社グループ社員による、実地調査



ドコモショップにおけるBフレッツ/OCN取扱

【参考⑭】NTTグループの連携事例①

• ブロードバンドサービス取扱い店舗が約10％あり 全てBフレッツのみを取り扱い

ドコモショップにおけるBフレッツ/OCN取扱

ブロ ドバンドサ ビス取扱い店舗が約10％あり、全てBフレッツのみを取り扱い。

• Bフレッツ取扱店の約60％で、OCNを取扱い。

【 ドコモショップにおけるBフレッツ取扱い状況 】

ブロ ドバンド Ｂフレッツ取扱

【 ドコモショップにおけるOCN取扱い状況 】

＜全286件中＞ ＜全31件中＞
ブロードバンド
取扱い

31件（10.8％）

Ｂフレッツ取扱
い

31件（100％）
ＯＣＮ取扱い
18件（58 0％）

Bフレッツ
のみ取扱い
31件（10 8％）

18件（58.0％）

ＯＣＮのみ取扱い

※ 調査概要

31件（10.8％） ＯＣＮのみ取扱い
9件（29.0％）

63

• 調査対象 全都道府県のドコモショップより無作為抽出
• 調査期間 平成20年7月15日～平成20年8月15日
• 調査方法 当社グループ社員による、実地調査



【参考⑮】NTTグループの連携事例②

NTTグル プカ ド（NTTファイナンス発行）によるセット割引NTTグループカード（NTTファイナンス発行）によるセット割引

【キャッシュバック対象会社】

キ シ バ ク対象はキャッシュバック対象は
グループ各社の料金

キャッシュバックの
原資が不明

64※ NTTファイナンス ウェブサイトより ： https://mylink.ntt-card.com/mylink/help/help0045.shtml

原資が不明



【参考⑯】NTTグループの連携事例（追加）

読売新聞
2009/3/162009/3/16
朝刊 9面


